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第１章　労働経済の推移と特徴
第１節　雇用、失業の動向

雇用情勢は厳しさが残るものの、改善に広がりがみられる。完全失業率は2002年６月に既往

最高の5.5％となり、同年８月及び翌2003年４月にも5.5％となったが、その後、低下に転じ、

2006年２月には4.1％まで低下し、2007年３月には4.0％となった。完全失業率はなお高水準にあ

るが、ゆるやかな低下傾向で推移している。

新規学卒者の就職率は、大学卒で2001年３月卒から、高校卒で2003年３月卒から上昇に転じ

るとともに、フリーターなど若年の不安定就業者は減少しており、フリーターは2003年の217万

人から2006年には187万人となった。若年無業者も2006年には62万人と、前年差２万人減少した。

しかし、年長フリーターには滞留傾向がみられ、年長フリーターの正規雇用化に向けた取組み

の推進が求められている。また、雇用情勢が厳しい地域では改善に遅れがみられ、雇用創出に

向けた地域の主体的な活動を支援していくことも引き続き課題である。

（改善傾向にある有効求人倍率・完全失業率）
有効求人倍率（季節調整値）は、2002年１～３月期の0.51倍から、2005年10～12月期に0.99倍

まで上昇した後、2006年１～３月期1.03倍、４～６月期1.06倍、７～９月期1.08倍、10～12月期

1.07倍となっており、有効求人倍率、新規求人倍率は、バブル崩壊以降の３回の景気回復過程の

中では、最も高い水準にある。一方、正社員の有効求人倍率については、2005年の0.58倍から

2006年の0.63倍へとやや上昇しているが、全体の有効求人倍率と比較して低い水準にとどまって

おり、全体の有効求人倍率との格差は拡大する傾向にある（第１図）。

完全失業率（季節調整値）は、2001年10～12月期から2003年４～６月期にかけて四半期値と

して過去最高の5.4％となった後は、徐々に改善する傾向にあり、2006年においては、４％台前

半で推移した。これは、前回の景気回復期（1999年10～12月期の4.6％）を下回る水準であり、

直近では、2007年１～３月期4.0％（男性4.1％、女性3.9％）となっている。

（上昇傾向にある非正規雇用割合）
非正規雇用割合は、長期的に上昇している。2006年10～12月期には、役員を除く雇用者

（5,132万人）のうち、「正規の職員・従業員」（以下「正規雇用者」という。）が3,443万人

（67.1％）、パート・アルバイト、契約社員・嘱託、労働者派遣事業所の派遣社員等の「非正規の

職員・従業員」（以下「非正規雇用者」という。）が1,691万人（33.0％）となっており、非正規

雇用割合は、上昇傾向にある（第２表）。

また、役員を除く雇用者の就業時間別・雇用形態別内訳（前年同期差）をみると、統計（前

年同期差）が継続してとれる2003年以降、正規雇用者数は減少傾向にあったが、2006年１～３

月期に前年同期差７万人増と増加に転じ、2006年においては増加傾向で推移した。一方、非正

規雇用者のうち、週に35時間以上働いている派遣・契約・嘱託等は、増加傾向が続いている

（第３図）。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）　１）統計上、正社員の有効求人倍率については、2004年以前の数値をとることができない。

２）有効求人倍率は新規学卒者を除きパートタイムを含む。
３）正社員の有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。
なお、常用フルタイム求職者には、フルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者も
含まれるため、厳密な意味での正社員の有効求人倍率より低い値となる。

第１図　有効求人倍率の推移（全体と正社員）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査特別調査」（2月調査）（1984年～2001年）、「労働力調査（詳細結果）」
（1～3月平均）（2002年～2006年）

　　（注）　１）（　）内は役員を除く雇用者数に対する割合である。
　　　　　２）2002年に「パート・アルバイト」の数が減少し、「労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・

嘱託、その他」が大きく増加している理由として、「労働力調査（詳細結果）」の調査票の選
択肢が2001年以前の「労働力調査特別調査」の調査票の選択肢と異なることが影響している
可能性がある。

第２表　雇用形態別雇用者数の推移
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資料出所　総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」
　　（注）　役員を除く雇用者及び正規の職員・従業員には労働時間不詳を含む。
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第３図　役員を除く雇用者の就業時間別・雇用形態別内訳（前年同期差）
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（堅調な新規学卒就職率）
2006年４月１日時点の新規学卒者の就職率は、大卒では95.3％（前年同期差1.8％ポイント上

昇）、短大卒で90.8％（同1.8％ポイント上昇）、2006年６月末時点の高卒の就職率は98.1％（同

0.9％ポイント上昇）となり、いずれも改善基調で推移している（第４表）。

また、1990年以降について高校新卒者の求人数、求職者数の推移をみると、大学・短期大学

等への進学率の向上や厳しい就職環境の影響を受けて、求人数、求職者数ともに長期的には減

少傾向で推移してきたが、2004年以降は、求人数、求職者数ともに３年連続で増加している。

少子化の影響により、卒業者数が引き続き減少している一方で、求職者数が増加に転じてきて

いることは、景気の回復に伴い、高校新卒者の職業選択をめぐる環境が改善してきたことによ

るものと考えられる。

（フリーターなど若者の不安定就業者は減少）
フリーターの数は、2003年に217万人まで増加したが、2004年214万人、2005年201万人、2006

年187万人と３年連続で減少しており、15～24歳層を中心に減少傾向がみられる（第５図）。新

規学卒者の採用環境が改善し、政策的な取組みも成果をあげていることから、フリーターは同

世代の人口に対する比率でみても低下している。また、15～34歳の非労働力人口のうち、家事

も通学もしていない「その他」の者を若年無業者と定義して集計すると、2006年には62万人と

前年差２万人減となった。

（改善テンポに差がみられる地域の雇用情勢）
雇用失業情勢の改善テンポは地域により差がみられる。2006年は、前年と比べ、有効求人倍

率については、北陸・東海・近畿で0.15ポイント以上の高い改善幅となっている一方で、北海道

では0.02ポイントの改善にとどまっており、雇用失業情勢の厳しい地域では改善に遅れがみられ

る。また、有効求人倍率（季節調整値）の高い上位３都県と、有効求人倍率の低い７道県の有

効求人倍率の推移をみると、今回の景気回復局面を通じて上位３都県と下位７道県との有効求

人倍率の水準の差は拡大している。また、高知は2005年10～12月期から2006年10～12月期にか

けて有効求人倍率が0.04ポイント低下する一方で、秋田は同時期に0.08ポイント上昇するなど、

雇用失業情勢の厳しい地域の中でも雇用改善の動きにはばらつきがみられる（第６図）。
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卒業年 中学卒 高校卒
専修学校 

（専門課程）卒 高専卒 短大卒 大学卒

（就職率）
1997年3月卒　
　98
　99
2000
　01
　02
　03
　04
　05
　06
　07

96.7
95.5
92.1
86.7
84.7
78.6
76.5
78.7
82.8
87.2
（76.4）

98.5
98.2
96.8
95.6
95.9
94.8
95.1
95.9
97.2
98.1
（96.7）

91.5
89.5
86.3
83.2
84.1
83.3
85.0
90.3
92.5
91.8
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100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
98.3
95.7
100.0
98.5
96.7
98.8

90.5
86.6
88.4
84.0
86.8
90.2
89.6
89.5
89.0
90.8
94.3

94.5
93.3
92.0
91.1
91.9
92.1
92.8
93.1
93.5
95.3
96.3

資料出所　厚生労働省・文部科学省調べ
　　（注）　１）中学卒及び高校卒の就職率は厚生労働省調べで、ハローワーク及び学校で取り扱った求職者

数に対する就職者数の割合であり、当年6月末現在の状況。
　　　　　２）専修学校（専門課程）卒、高専卒、短大卒、大学卒の就職率は、厚生労働省と文部科学省共

同によるサンプル調査で、就職希望者に対する就職者数の割合であり、当年4月1日現在の
状況。

　　　　　３）高専卒は男子学生のみ、短大卒は女子学生のみ。
　　　　　４）（　）内は就職内定率で、中学卒及び高校卒は当年3月末現在の状況。

（単位　％）

第４表　新規学卒就職率の推移
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資料出所　1982年、87年、92年、97年については総務庁統計局「就業構造基本調査」を労働省政策調査部にて特別
集計（「平成12年版労働経済の分析」より転記）、2002年以降については、総務省統計局「労働力調査
（詳細結果）」

　　（注）　１）1982年、87年、92年、97年については、フリーターを、年齢は15～34歳と限定し、①現在就業して
いる者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、男性につい
ては継続就業年数が1～5年未満の者、女性については未婚で仕事を主にしている者とし、②現在無
業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者と定義し、集
計している。

　　　　　２）2002年以降については、フリーターを、年齢は15～34歳と限定し、また、在学者を除く点を明確化
するため、男性は卒業者、女性については卒業者で未婚の者のうち、①雇用者のうち勤め先における
呼称が「アルバイト」又は「パート」である者、②完全失業者のうち探している仕事の形態が「パー
ト・アルバイト」の者、③非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」で家事
も通学も就業内定もしていない「その他」の者と定義し、集計している。

　　　　　３）1982年から97年までの数値と2002年以降の数値とでは、フリーターの定義等が異なることから接
続しない点に留意する必要がある。

第５図　年齢階級別フリーター数の推移
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）　１）上位3都県とは、2006年10～12月期における上位3都県。

２） 7道県とは、北海道、青森県、秋田県、高知県、長崎県、鹿児島県、沖縄県。
３）（　）内の数値は、2006年10～12月期における順位。
４）県名の後の数値は、2006年10～12月期における有効求人倍率（季節調整値）。
５）新規学卒者を除きパートタイムを含む。

第６図　上位3都県及び7道県の有効求人倍率の推移（季節調整値）


